
（1）退職手当資金給付の状況

年　度

学 校 学 校 学 校
法人数 法人数 法人数

（2）負担金納入及び教職員異動の状況

加　入

年　度 学　校

法人数

（幼） 負担金率128‰

　〃　　148‰

（他） 　〃　　148‰

（幼） 負担金率128‰

　〃　　148‰

令 和 （他） 　〃　　148‰

退職 △ 76

現在 1,257

0 △ 385 △ 69,744,000

1人当り平均給付(交付)額 3,648,593

職員数

標 準 給 与加入教

1 人 当 り 平 均 勤 続 期 間

令 和

※幼・中・高は35,800,000円相当分を減免

4,425,052,000

63

648,527,705

（中･高)　2,448,984,000

※調整率1.1～１.3
４年度

　　 2月

5.3.31

3,775,171

年総額（Ｂ）

△ 11,960,809

（他)   　　542,838,000

5.4～6.3 採用

6.3.31

5.4～6.3 復職

6.3.31

4,494,796,000

5.4～6.3

差 異

25

85

△ 55

△

16,572

27

△ 1 10 22,055,982

資金別
人員

注1　退職率10.1％（131/1301）　　前年度9.7％（125/1292）

年総額（Ａ）

（幼)     1,460,630,000

（中･高)　2,427,014,000

63

人員

事 業 報 告

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 差 異

43 114452,425,472退職手当資金 42 430,369,490

金 額

1,301

（延人員）

現在

金 額金 額 人員

休職

636,566,896
※調整率1.1～１.3

16,187

（中・高）

（中・高）

（幼)     1,502,974,000

５年度

負 担 金 調 定 額

（他)   　　537,408,000

11年5月11年7月

教 職 員 異 動

退職
※幼・中・高は35,100,000円相当分を減免

5.4～6.3

(休職者除く)

（単位：人：円）

　私立学校等の教職員に係る退職手当資金給付については、業務方法書等の規定に基づき、次のとお

り給付した。

（単位：人：円）

　事業に加入した学校法人等は、退職手当資金に係る退職手当の支給対象となる教職員の標準給与月額

に基本負担金率を乗じて得た金額を毎月納付する規定となっており、令和５年度は、以下のとおり徴求

した。また、教職員の異動状況は以下のとおりである。

124

△ 126,578



（3）県補助金の状況

（単位：千円）

金 額 金 額

（4）資金運用の状況  

①資金管理運用状況 （単位：円）

種　別

75,110,048

△ 117,300,000

715

350,053,777

307,864,540

種　別

0

113

△ 103

513,773

4,970,529

0

5,484,312
注　（　）内は基本財産運用分外書

2,589,637,417

901,804,843

②利息収入

社 債 1,549,977,586 1,199,923,809

計

0

普 通 預 金 166,118,813 91,008,765

定 期 預 金 279,100,000 396,400,000

( 基 本 財 産 )

13,746,284 8,261,972
計

(10) (10)

定 期 預 金

1,409,547

　資金運用規程に基づき、安全確実かつ有利な運用に努めている。

  令和５年度の運用状況は以下のとおりである。

年　度
令和５年度末残高 令 和 ４ 年 度 末 残 高 差 異

普 通 預 金 4,531 4,418

656 759

社 債 11,817,777 6,847,248

金 銭 信 託 1,923,320

6. 5.31 45,000

年　度
令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 差 異

当 初 5. 7.21

　退職給付事業に対し、青森県より補助金を受けている。

区 分
交 付 決 定 収 入

備 考
　年　月　日　 　年　月　日　

45,000

定 期 預 金 (10) (10)

( 基 本 財 産 )

500,000 500,000
定 期 預 金

金 銭 信 託 901,805,558

2,897,501,957


